
　第２０号議案

　　　令和５年度下仁田町水道事業会計予算

　(総則)

第１条　令和５年度下仁田町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　(業務の予定量)

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

 (1) 給水戸数 3,424 戸　   

 (2) 年間給水量 850,431 ｍ3　  

 (3) １日平均給水量 2,323 ｍ3　  

　(収益的収入及び支出)

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　 入

　第 1 款 水道事業収益 259,816 千円  

　　第 1 項 営業収益 197,696 千円  

　　第 2 項 営業外収益 62,119 千円  

　　第 3 項 特別利益 1 千円  

支　　　　　　　　　　 出

　第 1 款 水道事業費用 258,606 千円  

　　第 1 項 営業費用 243,338 千円  

　　第 2 項 営業外費用 14,765 千円  

　　第 3 項 特別損失 3 千円  

　　第 4 項 予備費 500 千円  
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　(資本的収入及び支出)

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 75,979千円は、当年度

   分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 2,016千円、当年度分損益勘定留保資金 51,753千円、減債積立金 22,210千円で補てんす

　 るものとする。）。

収　　　　　　　　　　 入

　第 1 款 資本的収入 82,306 千円  

　　第 1 項 企業債 21,500 千円  

　　第 2 項 出資金 28,045 千円  

　　第 3 項 国庫補助金 2,277 千円  

　　第 4 項 他会計補助金 30,483 千円  

　　第 5 項 他会計負担金 1 千円  

支　　　　　　　　　　 出

　第 1 款 資本的支出 158,285 千円  

　　第 1 項 建設改良費 50,454 千円  

　　第 2 項 企業債償還金 107,831 千円  

　(企業債)

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　(一時借入金)

第６条　一時借入金の限度額は、10,000千円と定める。

21,500千円  
浄 水 場 施 設 工 事

配 水 本 管 布 設 替 工 事

起　債　の　目　的 限度額 償　　還　　の　　方　　法

 借入先の融資条件による。ただし
企業財政その他の都合により措置
期間及び償還期限を短縮し、若し
くは繰上償還又は低利に借換える
ことができる。

起債の方法

証書借入

利　率

 年3.0％以内（ただし、利率見直
し方式で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金につい
て、利率の見直しを行った後にお
いては、当該見直し後の利率）



　(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　第 1 款　水道事業費用

　　第 1 項　営業費用

　　第 2 項　営業外費用

　(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

   する場合は、議会の議決を経なければならない。

 　(1)　職員給与費 32,765 千円  

　(他会計からの補助金)

第９条　水道水源開発事業に係る企業債、災害復旧事業債、簡易水道統合整備事業に係る簡易水道事業債及び過疎債の元利償還等及び児

   童手当に要する経費のために一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、74,599千円である。

　(たな卸資産購入限度額)

第１０条　たな卸資産購入限度額は、2,121千円と定める。

　(重要な資産の取得及び処分)

第１１条　重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。

　　1　取得する資産

　宮畑浄水場沈殿池修繕工事 沈殿池　１箇所

　小坂地区（滑～二岩方面）水道本管布設替工事  L=100.5ｍ　PE φ150㎜

　緑ヶ丘地区水道本管布設替工事  L=136.2ｍ　PE φ50㎜

令和５年３月７日提出

下仁田町長　原　秀男

配水本管布設替工事

数　　　量種　　　類 名　　　　　称

浄水場施設工事

水道　-　245　-



水道　-　246　-

（単位：千円）

予定額

 1 水道事業収益 259,816

 1 営業収益 197,696

 1 給水収益 196,034

 2 受託工事収益 1

 3 その他営業収益 1,661

 2 営業外収益 62,119

 1 受取利息及び配当金 2

 2 他会計補助金 16,071

 3 雑収益 655

 4 長期前受金戻入 45,390

 5 消費税及び地方消費税還付金 1

 3 特別利益 1

 1 過年度損益修正益 1

 

 

 

 

 

 

款 項 目 備      考

 

収            入

令和５年度下仁田町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出



（単位：千円）

予定額

 1 水道事業費用 258,606

 1 営業費用 243,338

 1 原水及び浄水費 70,280

 2 配水及び給水費 42,506

 3 総係費 33,397

 4 減価償却費 96,286

 5 資産減耗費 867

 6 受託工事費 1

 7 その他の営業費用 1

 2 営業外費用 14,765

 1 支払利息及び企業債取扱諸費 8,455

 2 消費税 5,999

 3 雑支出 311

 3 特別損失 3

 1 減損損失 1

 2 災害による損失 1

 3 過年度損益修正損 1

 4 予備費 500

 1 予備費 500

 

 

支            出

 

 

 

 

款 項 目 備      考
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（単位：千円）

予定額

 1 資本的収入 82,306

 1 企業債 21,500

 1 企業債 21,500

 2 出資金 28,045

 1 他会計繰入金 28,045

 3 国庫補助金 2,277

 1 国庫補助金 2,277

 4 他会計補助金 30,483

 1 他会計補助金 30,483

 5 他会計負担金 1

 1 他会計負担金 1

（単位：千円）

予定額

 1 資本的支出 158,285

 1 建設改良費 50,454

 1 事務費 8,415

 3 構築物 39,941

 4 機械及び装置 2,098

 2 企業債償還金 107,831

 1 企業債償還金 107,831  

款 項 目

収            入

資本的収入及び支出

款 項 目 備      考

 

 

 

 

 

備      考

支            出

 

 



（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 0

　　減価償却費 96,286

　　固定資産の除却及び減損損失 858

　　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 180

　　長期前受金戻入額 △ 45,390

　　受取利息及び受取配当金 △ 2

　　支払利息及び企業債取扱い諸費 8,455

　　未収金の増減額（△は増加） △ 1,694

　　未払金の増減額（△は減少） 2,751

　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 200

　　小計 60,884

　　受取利息及び受取配当金 2

　　支払利息及び企業債取扱い諸費 △ 8,455

　　４条消費税調整額 △ 1,655

　業務活動によるキャッシュ・フロー 50,776

令和５年度下仁田町水道会計予定キャッシュ・フロー計算書(間接法)

（ 令和5年4月1日  から 令和6年3月31日 まで ）
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2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 46,783

　　国庫補助金等による収入 60,806

　投資活動によるキャッシュ・フロー 14,023

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 21,500

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 106,731

　　その他の企業債の償還による支出 △ 1,100

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 86,331

 

　資金増加額（又は減少額） △ 21,532

　資金期首残高 141,242

　資金期末残高 119,710



１ 総括 （単位　人･千円）

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

(　)内は再任用短時間勤務職員

（単位　千円）

※特殊勤務手当：危険手当・待機手当

103

△ 16

216

142387

58

△ 403

3,575

480

480

0

240

240

0

0

0

給　　　　与　　　　費

手当(税込)

8,485

2,098

10,583

8,946

2,040

10,986

△ 461

計

21,241

6,442

27,683

21,360

6,339

報　酬

216

0

給　料

12,540

4,344

27,699

△ 119

216

年

度

資本勘定支弁職員

合　　計

年

度

前

0

一 般 職

4損益勘定支弁職員

特 別 職
区　　　　分

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 4

0

本

資本勘定支弁職員

5

資本勘定支弁職員

比

1

手
当
の
内
訳

管 理 職
手    当

本年度

前年度

比　較

0

0

0

318

318

0

区　分 扶養手当

126

管理職員特
別勤務手当

80

2,830

217

3,0471,600

2,300

△ 700 0

0

0

0

通勤手当

323

323

0

時間外
勤務
手当

給  与  費  明  細  書

25,002

合　計

0

0

0

1

合　　計

職　員　数

5

法定福利費

3,761

1,321

16,884

12,198

4,299

16,497

342

45

児童手当

216

較 合　　計

32,639

9

7,646

24,993

7,763

32,7655,082

3,633

1,307

4,940

128

14 117

初任給
調整
手当

0

0

住居
手当

期末手当 勤勉手当
特殊
勤務
手当

920

920

0

3,655
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２ 給料及び手当の増減額の明細

３ 給料及び手当の状況

　(1) 職員１人当たり給与

　(2) 初　任　給

1.81%

区  　分

 区 分 増減額(千円)

職種(企業職)

154,600

平 均 給 与 月 額 （円）

平   均   年   齢 （歳）

高 校 卒

大 学 卒 185,200

36.0

その他の増減分

0

80

0.50%

説　　　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　考

期末手当

給 料

△ 700

平均昇給率

△403

住居手当

勤勉手当

86

301普通昇給に伴う増加分

増減事由別内訳(千円)

154,600

平 均 給 料 月 額 （円）

令和4年1月1日現在

令和5年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

その他の増減分 △403

217

0

区　　　　　　分

その他

0

0

平   均   年   齢 （歳）

管理職手当

時間外勤務手当

扶養手当

手 当

給与改定に伴う増減分

387

282,220

273,400

298,977

一般会計の制度(一般行政職)

303,037

37.8

企業職(円)

平 均 給 与 月 額 （円）

185,200

給料の改定率



  (3) 級別職員数

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

(　)内は再任用短時間勤務職員

40.0%4 級

3 級

1.0

1.0

100.0%

20.0%1 級

計

1.0

5.0

2 級

区　　　　　分
級 職員数(人)

計

4 級

令和5年1月1日現在

5 級

6 級

企　　　　業　　　　職

令和4年1月1日現在 1.0

20.0%

20.0%

5.0

1 級

6 級

5 級

2 級

3 級

2.0

構成比(％)

1.0 20.0%

20.0%

20.0%

100.0%

1.0

2.0 40.0%
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（級別の標準的な職務内容）

  (4) 特殊勤務手当

　(5) 期末手当・勤勉手当

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

(　)内は再任用勤務職員

  (6) 定年退職および勧奨退職に係る退職手当

企　業　職

3　級

係長・係長代理 主　事

1　級4　級

企　　業　　職

2　級6　級区　　　分 5　級

課長補佐

支  給  率  等 24.586875

4.40

1.125 4.30 2.25

区　　　　　分

区　分

本　　年　　度

前　　年　　度

2.200

2.150

2.200 1.150

6月（月分）

47.709

一般会計の制度

支  給　 期  別  支  給　 率 支給率計

1.125

2.200 1.150

2.150

(月分)

20年勤続の者 25年勤続の者

 100.0%(５年１月１日現在)

10,000円 10,000円

待機手当　1回　1,600円　　危険手当　日額　200円

区  　　　分

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ( ％ )

1.150 2.200

2.30 有

 職制上の段階、職務の 
備　　　考

有

（月分）  級等による加算措置　 

支給対象職員１人当たり平均支給月額(円)

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

備　　　考
(月分)

47.709

最高限度

(月分)(月分)

定年前早期退職特例措置
(１年につき2～3％加算)

そ の 他 の 加 算 措 置 等

1.150

主　任課　長

( 支 給 率 等 )

33.27075

35年勤続の者

12月（月分）

一般会計の制度

全　　職　　種

主　幹

3.32% 3.32%

支給対象職員の比率 (％ ) ( 年月日現在 )  100.0%(５年１月１日現在)

4.40 2.30 有

同上 同上 同上 同上 同上



  (7) その他の手当

初 任 給 調 整 手 当

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

一般会計と同じ

同　　　　上

30歳以上新規採用浄水場勤務職員に適用

区　　　　　　　　分

同　　　　上

一般会計の制度との異同 差  異  の  内  容
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（単位：千円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 210,245

     ロ 建物 67,252

      　減価償却累計額 △ 30,462 36,790

     ハ 構築物 3,832,399

      　減価償却累計額 △ 1,914,221 1,918,178

     ニ 機械及び装置 921,912

      　減価償却累計額 △ 801,805 120,107

     ホ 車両運搬具 3,626

      　減価償却累計額 △ 2,224 1,402

     ヘ 工具器具及び備品 5,092

      　減価償却累計額 △ 4,824 268

        有形固定資産合計 2,286,990

 (2) 無形固定資産

     イ 水利権 9,059

     ロ 電話加入権 148

        無形固定資産合計 9,207

        固定資産合計 2,296,197

2 流動資産

 (1) 現金預金 119,710

 (2) 未収金 12,146

令和５年度下仁田町水道会計予定貸借対照表

（ 令和6年3月31日 )

資     産     の     部



     貸倒引当金 △ 10 12,136

 (3) 貯蔵品 487

 (4) 前払金 155

        流動資産合計 132,488

        資産合計 2,428,685

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 455,520

     ロ その他の企業債 8,167

        企業債合計 463,687

 (2) 引当金

     イ その他引当金 15,940

        引当金合計 15,940

        固定負債合計 479,627

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 137,884

     ロ その他の企業債 △ 1,100

        企業債合計 136,784

 (2) 未払金 5,999

 (3) 引当金

     イ 賞与引当金 2,070

        引当金合計 2,070

 (4) その他流動負債 204

負     債     の     部
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        流動負債合計 145,057

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 2,020,816

     収益化累計額 △ 1,219,310 801,506

        繰延収益合計 801,506

        負債合計 1,426,190

6 資本金 820,363

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 寄付金 10,753

     ロ 補助金 5,041

     ハ 他会計負担金 6,405

        資本剰余金合計 22,199

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 25,975

     ロ 利益積立金 2,700

     ハ 建設改良積立金 42,329

     ニ 当年度未処分利益剰余金 88,929

        利益剰余金合計 159,933

        剰余金合計 182,132

        資本合計 1,002,495

        負債資本合計 2,428,685

資     本     の     部



令和５年度下仁田町水道会計注記

Ⅰ．重要な会計方針

　　平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1)有形固定資産

　　　・減価償却の方法　　　　定額法による

　　　・主な耐用年数

　　　　建物 ４５～６５年

　　　　構築物 ２５～８０年

　　　　機械及び装置 ８～１６年

　　　　車両運搬具 ５年

　　　　工具器具及び備品 ４～１５年

　　(2)無形固定資産

　　　・減価償却の方法　　　　定額法による

　　　・主な耐用年数

　　　　水利権 ２０年

　　　　ソフトウェア ５年

　２　引当金の計上方法

　　(1)退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、群馬県市町村総合事務組合における特別積立金等が発生した場合、一般会計がその全額を負担することとなって

　　　いるため、退職給付引当金は計上していない。
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　　(2)賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当（期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を含む）の支給に備えるため、翌年度における支給見込額を

　　　見積もり、当年度の負担に属する額を計上している。

　　(3)貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

　　　可能性を検討し、回収不能額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　後年度において一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担す

　　ると見込まれる額は ２７４，９２５，４１９円である。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　未経過リース料相当額

　　　１年内 ６,１２０,６００円

　　　１年超 　５,７５１,１５０円

　　　　計 　１１,８７１,７５０円



（単位：千円）

1 営業収益

 (1) 給水収益 138,759

 (2) 受託工事収益 1

 (3) その他営業収益 36,855 175,615

2 営業費用

 (1) 原水及び浄水費 59,733

 (2) 配水及び給水費 32,344

 (3) 総係費 28,928

 (4) 減価償却費 96,801

 (5) 資産減耗費 710

 (6) 受託工事費 1

 (7) その他の営業費用 1 218,518

     営業損失 42,903

3 営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 2

 (2) 他会計補助金 7,961

 (3) 雑収益 725

 (4) 長期前受金戻入 43,932 52,620

令和４年度下仁田町水道会計予定損益計算書

（ 令和4年4月1日 から 令和5年3月31日 まで ）
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4 営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 10,283

 (2) 雑支出 306 10,589

　　 営業外利益 42,031

     経常損失 872

5 特別利益

 (1) 過年度損益修正益 1 1

6 特別損失

 (1) 減損損失 1

 (2) 災害による損失 1

 (3) 過年度損益修正損 1 3

7 予備費

 (1) 予備費 500 500 △ 502

     当年度純損失 △ 1,374

     前年度繰越利益剰余金 40,307

     その他未処分利益剰余金変動額 28,688

     当年度未処分利益剰余金 67,621



（単位：千円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 210,245

     ロ 建物 67,252

      　減価償却累計額 △ 29,429 37,823

     ハ 構築物 3,788,528

      　減価償却累計額 △ 1,832,886 1,955,642

     ニ 機械及び装置 919,849

      　減価償却累計額 △ 789,113 130,736

     ホ 車両運搬具 3,626

      　減価償却累計額 △ 1,824 1,802

     ヘ 工具器具及び備品 5,092

      　減価償却累計額 △ 4,756 336

     ト 建設仮勘定 9

        有形固定資産合計 2,336,593

 (2) 無形固定資産

     イ 水利権 9,817

     ロ 電話加入権 148

        無形固定資産合計 9,965

        固定資産合計 2,346,558

2 流動資産

 (1) 現金預金 141,242

令和４年度下仁田町水道会計予定貸借対照表

（ 令和5年3月31日 )

資     産     の     部
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 (2) 未収金 10,452

     貸倒引当金 △ 10 10,442

 (3) 貯蔵品 287

 (4) その他流動資産 155

        流動資産合計 152,126

        資産合計 2,498,684

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 556,328

     ロ その他の企業債 8,167

        企業債合計 564,495

 (2) 引当金

     イ その他引当金 15,940

        引当金合計 15,940

        固定負債合計 580,435

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 122,307

        企業債合計 122,307

 (2) 未払金 3,248

 (3) 引当金

     イ 賞与引当金 2,250

        引当金合計 2,250

 (4) その他流動負債 204

        流動負債合計 128,009

負     債     の     部



5 繰延収益

 (1) 長期前受金 1,989,710

     収益化累計額 △ 1,173,920 815,790

        繰延収益合計 815,790

        負債合計 1,524,234

6 資本金 792,318

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 寄付金 10,753

     ロ 補助金 5,041

     ハ 他会計負担金 6,405

        資本剰余金合計 22,199

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 47,283

     ロ 利益積立金 2,700

     ハ 建設改良積立金 42,329

     ニ 当年度未処分利益剰余金 67,621

        利益剰余金合計 159,933

        剰余金合計 182,132

        資本合計 974,450

        負債資本合計 2,498,684

資     本     の     部
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令和４年度下仁田町水道会計注記

Ⅰ．重要な会計方針

　　平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1)有形固定資産

　　　・減価償却の方法　　　　定額法による

　　　・主な耐用年数

　　　　建物 ４５～６５年

　　　　構築物 ２５～８０年

　　　　機械及び装置 ８～１６年

　　　　車両運搬具 ５年

　　　　工具器具及び備品 ４～１５年

　　(2)無形固定資産

　　　・減価償却の方法　　　　定額法による

　　　・主な耐用年数

　　　　水利権 ２０年

　　　　ソフトウェア ５年

　２　引当金の計上方法

　　(1)退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、群馬県市町村総合事務組合における特別積立金等が発生した場合、一般会計がその全額を負担することとなって

　　　いるため、退職給付引当金は計上していない。



　　(2)賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当（期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を含む）の支給に備えるため、翌年度における支給見込額を

　　　見積もり、当年度の負担に属する額を計上している。

　　(3)貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

　　　可能性を検討し、回収不能額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　後年度において一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担す

　　ると見込まれる額は ３２３，７６７，３３５円である。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　未経過リース料相当額

　　　１年内 ６,１２０,６００円

　　　１年超 １１,８７１,７５０円

　　　　計 　１７,９９２,３５０円
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（単位：千円）

金　額

 1 水道事業収益 259,816

 1 営業収益 197,696

 1 給水収益 196,034

 1 水道料金 192,123

 2 量水器使用料 3,911

 2 受託工事収益 1

 1 受託工事収益 1

 3 その他営業収益 1,661

 1 材料売却収益 1

 4 雑収益 494

 5 他会計負担金 1,166

 2 営業外収益 62,119

 1
受取利息及び配当
金

2

 1 預金利息 2

 2 他会計補助金 16,071

 1 繰入金 13,843

児童手当に要する経費補助

令和５年度下仁田町水道事業会計予算説明書

収      入

款 項 目 節 備        考

収 益 的 収 入 及 び 支 出

常温合材等

水道加入金他

集会場等水道料金等免除に要する負担金

定期預金利息

企業債、災害復旧債利息補助

デジタル田園都市国家構想に要する経費補助



（単位：千円）

金　額

 2 簡水債利息補助 2,133

 3 過疎債利息補助 95

 3 雑収益 655

 1 不用品売却収益 1

 2 その他雑収益 654

 4 長期前受金戻入 45,390

 2
受贈財産評価額長
期前受金戻入

2,968

 4
他会計負担金長期
前受金戻入

5,093

 5
工事負担金長期前
受金戻入

1,000

 6
他会計補助金長期
前受金戻入

25,875

 7
補助金長期前受金
戻入

10,454

 5
消費税及び地方消
費税還付金

1

 1
消費税及び地方消
費税還付金

1

 3 特別利益 1

 1 過年度損益修正益 1

 1 過年度損益修正益 1

電柱設置占用料

原発事故に伴う水質調査費用損害賠償金

節

簡水債利息補助

過疎債利息補助

備        考款 項 目
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（単位：千円）

金　額

 1 水道事業費用 258,606

 1 営業費用 243,338

 1 原水及び浄水費 70,280

 1 給料 3,194

 2 手当 1,556

 3 賞与引当金繰入額 497

 5 法定福利費 847

 8 旅費 1

10 被服費 176

11 備消耗品費 517

12 燃料費 7

13 光熱水費 2,347

15 通信運搬費 933

16 委託料 24,055

17 手数料 5

18 賃借料 1,039

19 修繕料 4,994

23 動力費 20,269

24 薬品費 3,483

浄水場等土地賃借料

浄水場施設修繕他

電気料金※浄水場機械器具運転動力費

次亜塩素酸ナトリウム他

浄水場電装保守点検委託他

備        考

原水及び浄水関係職員１名分

浄水場遠隔監視通信料

支      出

款 項 目 節

水質・放射性物質調査検査委託

水道施設運転管理業務委託



（単位：千円）

金　額

28 負担金 6,360

 2 配水及び給水費 42,506

 1 給料 4,866

 2 手当 3,401

 3 賞与引当金繰入額 763

 5 法定福利費 1,373

 8 旅費 1

10 被服費 119

11 備消耗品費 209

12 燃料費 744

13 光熱水費 57

15 通信運搬費 40

16 委託料 16,463

18 賃借料 7

19 修繕料 9,790

22 路面復旧費 660

23 動力費 4,012

26 補償金 1

款 項 目 節 備        考

ポンプ場土地賃借料

配水施設修繕他

電気料金※ﾎﾟﾝﾌﾟ場機械器具運転動力費

携帯電話使用料（公務使用分）

検定満期メーター交換委託

水道導管台帳登録作業委託

漏水調査委託他

甘楽多野用水土地改良区共有施設管理費

道平川ダム維持管理負担金

配水及び給水関係職員２名分
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（単位：千円）

金　額

 3 総係費 33,397

 1 給料 4,480

 2 手当 1,852

 3 賞与引当金繰入額 737

 5 法定福利費 1,220

 7 報酬 216

 8 旅費 1

 9 退職給与金 1,881

10 被服費 27

11 備消耗品費 737

14 印刷製本費 1

15 通信運搬費 277

16 委託料 14,190

17 手数料 458

18 賃借料 6,733

19 修繕料 11

25 公課費 37

27 研修費 11

29 会費負担金 93

30 保険料 424

自動車重量税

浄水場等建物、車両保険他

日本水道協会負担金他

コンビニ料金収納代行事務取扱手数料

口座振替手数料他

公営企業会計システムリース料他

パソコン修繕他

節款 項 目

郵送料

窓口・検針業務等委託・インボイス他

総係関係職員１名分

備        考



（単位：千円）

金　額

31 貸倒引当金繰入額 10

33 雑費 1

 4 減価償却費 96,286

 1
有形固定資産減価
償却費

95,528

 2
無形固定資産減価
償却費

758

 5 資産減耗費 867

 1 固定資産除却費 857

 2 棚卸資産減耗費 10

 6 受託工事費 1

 1 受託工事費 1

 7 その他の営業費用 1

 1 材料売却原価 1

 2 営業外費用 14,765

 1
支払利息及び企業
債取扱諸費

8,455

 1 企業債利息 4,098

 2 簡水債利息 4,247

 3 過疎債利息 109

 4 借入金利息 1

備        考款 項 目 節

企業債・災害復旧債利息償還

簡水債利息償還

過疎債利息償還
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（単位：千円）

金　額

 2 消費税 5,999

 1
消費税及び地方消
費税

5,999

 3 雑支出 311

 1 雑支出 311

 3 特別損失 3

 1 減損損失 1

 1 減損損失 1

 2 災害による損失 1

 1 災害による損失 1

 3 過年度損益修正損 1

 1 過年度損益修正損 1

 4 予備費 500

 1 予備費 500

 1 予備費 500

款 項 目 節

過年度水道料金還付金他

備        考



（単位：千円）

金　額

 1 資本的収入 82,306

 1 企業債 21,500

 1 企業債 21,500

 1
建設改良費等企業
債

21,500

 2 出資金 28,045

 1 他会計繰入金 28,045

 1 一般会計繰入金 28,045

 3 国庫補助金 2,277

 1 国庫補助金 2,277

 1 国庫補助金 2,277

4 他会計補助金 30,483

 1 他会計補助金 30,483

 1 他会計補助金 26,164

 2 簡水債元金補助 76

 3 過疎債元金補助 4,243

5 他会計負担金 1

 1 他会計負担金 1

 1 他会計負担金 1

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収      入

款 項 目 節 備        考

起債償還元金繰入金

企業債・災害復旧債償還元金補助金

簡水債元金補助金

過疎債元金補助金

生活基盤施設耐震化等交付金
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（単位：千円）

金　額

 1 資本的支出 158,285

 1 建設改良費 50,454

 1 事務費 8,415

 1 給料 4,344

 2 手当 2,098

 5 法定福利費 1,321

 9 退職給与金 652

3 構築物 39,941

 1 原水及び浄水設備 14,674 浄水場施設修繕工事

 2 配水及び給水設備 25,267

4 機械及び装置 2,098

 2 量水器 1,717

 3 その他機械設備 381

 2 企業債償還金 107,831

 1 企業債償還金 107,831

 1
建設改良費等企業
債償還金

45,313

 2
その他の企業債償
還金

1,100 災害復旧債元金償還

 3 簡水債償還金 54,656

 4 過疎債償還金 6,762

簡水債元金償還

過疎債元金償還

検定満期メーター交換

浄水場機械設備交換他

企業債元金償還

配水施設関係職員１名分

配水管布設工事他

支      出

款 項 目 節 備        考


